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株式会社ハニードライの「ＳＤＧｓ経営立ち上げ支援サービス」利用による 

『ＳＤＧｓ宣言』策定について 

 

山口銀行（頭取 神田 一成）は、持続可能な社会の実現に向けた取り組みとして、「ＳＤＧｓ経営立

ち上げ支援サービス」を開始しており、お客さまのＳＤＧｓに関する取り組み状況の診断と今後の課題

抽出を行うことで、『ＳＤＧｓ宣言』の策定に向けた支援を行っております。この度、当サービスを通じ

て、『ＳＤＧｓ宣言』を策定されたお客さまについて、下記のとおりお知らせします。 

当行は、地域の皆さまと共に歩み、共に成長するため、様々な事業活動を通じて、多様な課題の解決に

取り組み、地域の価値向上を実践していくことにより、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。 

 

記 

１．企業概要 

企業名 株式会社ハニードライ 

所在地 山口県下関市横野町一丁目２１番１３号 

代表者 近藤 賢一 

業種 クリーニング業 

ＵＲＬ https://www.honeydry.net 
※株式会社ハニードライの『ＳＤＧｓ宣言』については、別紙をご参照ください。 

 

２．山口フィナンシャルグループのマテリアリティ 

 山口フィナンシャルグループは、持続可能な社会の実現に貢献していくために、「グループサステナビ

リティ方針」を策定し、この方針に基づき、重点的に取り組むべきＥＳＧ課題である「マテリアリティ」

を特定しております。本件は、１２のマテリアリティの中で「②地域におけるイノベーション創出、地域

産業の成長サポート」の実現に資する取り組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 
【本件に関するお問合せ先】 

ワイエムコンサルティング株式会社 担当：松浦 TEL：０８２－５６７－５２８０ 

事業性評価部 ソリューション推進グループ  担当：中原 TEL：０８３－２２３－３４４８ 

https://www.honeydry.net


株式会社ハニードライ SDGs宣言
私たちは「お客さまから信頼される『100%できる』企業でありたい」という理念のもと、

事業活動を通じて「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に貢献し、

地域課題の解決および、持続可能な社会の実現に努めてまいります。

2022年4月15日

株式会社ハニードライ

代表取締役 近藤 賢一

重点項目（ターゲット2030）

事業活動を通じた豊かなまちづくり 地球環境への配慮と資源の有効活用
クリーニングを中心とした各種事業を通して、誰もが

安心して過ごせる、豊かで充実した暮らしを提供します。

お客さまだけでなく、地球環境にも配慮した企業活動

を徹底し、持続可能なまちづくりに貢献してまいります。

衣服・靴・カバン等のリペアサービスを提供し、資源

の有効活用に努めます。衣服の生産から着用、廃棄

に至るまでの全ての段階で環境に配慮した、サスティ

ナブルファッションの浸透を図ってまいります。

【主な取り組み】

病院・老人ホームに向けた個別クリーニングサービス

布団の丸洗い宅配サービス

介護事業

リラクゼーション事業

【主な取り組み】

リサイクル製品の使用（ハンガー等）

衣類・靴・カバン等のリペアサービスの提供

衣服の再利用を促す「つなぐプロジェクト」の実施

環境にやさしいレモンを主成分とした洗剤の使用

多様な人材が活躍できる職場環境づくり 地域社会への貢献
「100％できる」企業を目指し、ともに働く社員の成長

を後押しする機会を提供します。性別や年齢、国籍、

障碍の有無を問わず、多様な人材が如何なく能力を

発揮し、活躍できる職場環境を整備してまいります。

地域の皆様の声に耳を傾けることでサービスの向上

に努め、地域の皆様が安心して心豊かに暮らせるまち

づくりの実現を目指します。また、地域行事・ボランティ

ア活動へ積極的に関与し、地域社会の発展に貢献し

てまいります。

【主な取り組み】
研修体制の充実、自社工場への障碍者の受入

産休前や出産時の勤務時間調整・休暇取得を推進

する「一般事業主行動計画」の策定

外国人技能実習生の受入れ

【主な取り組み】

学生服・園服の無料クリーニング

地域行事やボランティア活動への積極的な参加

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」とは

• 貧困、気候変動、人種・性差別、働き方などのさまざまな問題が顕在化する中、
持続可能な社会をつくるために国連が定めた国際⽬標です。2030年までに解決
すべき優先課題として、17の⽬標と169のターゲットが示されています。

• ⽬標を達成するために、国連や政府だけでなく、企業やNPO、個人等が幅広く担
い手として活躍するよう期待されています。

• 企業がSDGsに取り組むことで、「気候変動をはじめ経営環境が変化していく中で
も持続可能な組織である」と示すことにつながります。


